
意見案第３号

国際刑事裁判所赤根智子所長に対する制裁措置の撤回を求める意見書

国際刑事裁判所（ＩＣＣ）は、集団殺害犯罪、人道に対する犯罪、戦争犯罪、侵略犯

罪など、国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪を行った個人の刑事責任を追及す

るため、国際刑事裁判所に関するローマ規程に基づき設立された常設の国際刑事法廷で

ある。

我が国は、平成19年にローマ規程の締約国となって以来、国際社会における法の支配

を重視する立場から、ＩＣＣを一貫して支持してきた。

こうした中、令和８年８月、米国政府は、ＩＣＣの赤根智子所長を制裁対象に指定し

た。

赤根所長は、日本政府からＩＣＣ裁判官候補者として指名され、締約国会議における

選挙を経て裁判官に就任し、令和６年３月には日本人として初めてＩＣＣ所長に選出さ

れた。

裁判官は、政治的圧力や外部からの干渉を受けることなく、法と証拠に基づき独立し

て職務を遂行することが求められる。個々の司法判断に対して異論や法的な批判を行う

ことは当然に認められる一方、司法上の職務の遂行を理由として裁判官個人を制裁の対

象とすることは、司法の独立や国際社会における法の支配に関わる重大な問題である。

政府は、今回の制裁措置について、我が国が一貫してＩＣＣを支持してきた立場と相

入れないとの認識を示すとともに、米国に対し、赤根所長を制裁対象としないよう累次

にわたり働きかけを行ってきたとしている。

国際社会における法の支配を守り、ＩＣＣが政治的圧力を受けることなくその役割を

果たしていくためには、ＩＣＣ自身が適正な運営に努め、国際社会からの信頼を確保す

るとともに、我が国においても、関係国との緊密な意思疎通を図りながら、引き続き主

体的に取り組むことが重要である。

よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。

記

１ 米国政府に対し、赤根智子ＩＣＣ所長に対する制裁措置の撤回に向け、引き続き必

要な働きかけを行うこと。

２ ローマ規程締約国をはじめとする関係国及び国際機関と緊密に意思疎通を図り、Ｉ

ＣＣ及びその裁判官の独立性の確保並びに国際社会における法の支配の維持・強化に

取り組むこと。

以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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